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平成２２年度障害者総合福祉推進事業に係る第２次公募について 

 

 

 今般、障害者自立支援法廃止後の新たな仕組みである総合的な福祉制度を検討するに当

たっての課題について、地域における実践・取組を踏まえて実態把握、検討等を行うこと

を目的として、「障害者総合福祉推進事業実施要綱」を定め、公募により採択事業を決定

したところですが、指定課題の追加及び一部の指定課題において採択がなかった等の理由

により、追加募集の必要が生じたため、同要綱の５の規定に基づき、別添のとおり第２次

公募を実施することとしました。 

つきましては、本事業に係る国庫補助を希望する場合には、別添「平成２２年度障害者

総合福祉推進事業第２次公募要項」に基づき、平成２２年９月３日（金）までに応募書類

を提出してください。 

 なお、応募のあった事業については、外部有識者からなる評価検討会に諮り、採択の可

否等を決定することとしていることを申し添えます。 

加えて、管内市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む）及び公益法人等関係

団体に対して、この旨ご周知くださいますようお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 添 

 

平成２２年度総合福祉推進事業第２次公募要項 

 

 

 障害者自立支援法廃止後の新たな仕組みである総合的な福祉制度を検討するに当たって

の課題について、地域における実践・取組を踏まえて実態把握・検討等を行うことが必要

である。 

 このことから、本事業は、そのような地域における取組について、実態把握・検討等を

行う事業に対して所要の助成を行うこととし、公募により採択事業を決定したところであ

るが、指定課題の追加及び当初の公募により採択がなかった等の指定課題について、再度

公募を行うこととしたので、以下の事項に留意の上、応募されたい。 

 なお、事業実施期間が短くなること等を考慮し、指定課題の内容・手法を記した「個票」

を修正したので、十分留意されたい。 

 

 

    追加した指定課題(指定課題３３)及び当初の公募において採択がなかった等の指定課

題(別紙の指定課題の網掛け以外)について実態把握、検討等を行う事業を公募する。 

１ 公募する事業 

 

 ○ 都道府県及び市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。） 

２ 公募する事業の実施主体（応募主体） 

 ○ 社会福祉法人、特定非営利活動法人、社団法人、財団法人その他厚生労働大臣が特

に必要と認めた法人 

 

（１）補助基準額 

３ 補助基準額等 

１，０００万円を上限とする。 

 

（２）補助率 

       定額（対象経費の１０／１０相当） 

 

（３）補助対象経費 

補助事業の実施に必要な報酬、賃金、共済費、報償費［諸謝金］、 

旅費、消耗品費、印刷製本費、役務費［雑役務費、通信運搬費］、委託料、使用料及

び賃借料、備品購入費（［ ］内は、公益法人等における対象経費名である。） 



【補助対象経費の具体的な支出内容】 
 

 番号 経費の分類 支出内容 

１ 報酬 

・非常勤の職員の報酬 (賞与は不可) 
 （※常勤職員の給料・手当等の人件費は補助対象外） 
・自治体に付属機関として設置される審査会、審議会等の 
 委員その他の構成員の報酬 

２ 賃金 
・一時的に雇用される職員（アルバイト）に対して労働の 
 対価として支払う金銭 
 （※常勤職員の給料・手当等の人件費は補助対象外） 

３ 共済費 ・１、２の支払対象者について、法令に基づいて負担する 
 社会保険の保険料 

４ 報償費［諸謝金］ 
・検討委員会等の構成員に対する謝礼 
・講演会、講習会、研究会等の講師の謝礼 
 （いずれも金銭、物品を問わない） 

５ 旅費 
・国内外の旅行経費 
 （※国外旅費については、事業遂行に必要不可欠と 

認められるもの以外は補助対象外） 

６ 消耗品費 
・各種事務用紙、文具の類、収入印紙、雑誌等、その性質 
 が使用することによって消耗され、若しくは毀損しやすい 

もの又は長期間の保存に適さない物品の購入費 

７ 印刷製本費 ・調査票、報告書、成果物等の印刷、製本の経費 

８ 
役務費［雑役務費、 

通信運搬費］ 

・郵便料、運搬料、電信電話料 
・新聞、雑誌等による広告、宣伝を行う費用 
・銀行振込手数料、翻訳手数料 

９ 委託料 ・アンケートの集計作業等を第三者に行わせる場合の経費 
・人材派遣会社に対して支払う派遣料 

10 使用料及び賃借料 ・講演会等の会場借上料 
  （※パソコン等、ＯＡ機器のリース料は補助対象外） 

11 備品購入費 
・点字プリンター等リースになじまない物品の購入費 
 （※パソコン、コピー機、机、キャビネット、自動車、 
   農機具、厨房用備品等の購入費は補助対象外） 

 
 



（１）事前審査について 

４ 採否の決定方法について 

  ○ 次のいずれかに該当する場合は、外部有識者による評価検討会の意見を聴いた上

で、審査事務局の事前審査において不採択とする。 

   ・ 平成２３年３月３１日までに終了しない事業である場合 

   ・ 事業内容が指定課題に明らかに合致していない場合 

   ・ 国庫補助所要額が１,０００万円を超過している場合 

    ・ 委託料の占める割合が国庫補助所要額の５０％以上である場合 

    ・ 備品購入費の占める割合が国庫補助所要額の５０％以上である場合 

   ・ 学識経験者等の外部委員を含めた検討委員会を設置しない場合 

・ 事業に携わる者と経理に携わる者が兼務している場合 

   ・ 財務諸表等の会計書類から法人の経営状況に深刻な問題があると判断される場合 

   ・ １法人が複数の応募をしている場合 

   ・ 「９」に定める応募書類が全て提出されていない場合 

  ○ また、次のいずれかに該当する場合は、応募書類を受け付けず書類を返却する。 

   ・ 法人格のない団体が応募している場合 

   ・ 複数の法人が連名で応募している場合 
   ・ 「１０」の期限を過ぎて応募書類が提出された場合 
 

（２）評価検討会における審査 

応募のあった事業のうち事前審査において問題が認められなかったものについては、

事業実施計画書と所要額内訳書のそれぞれについて、評価検討会において審査を行い、

その結果に基づき、予算の範囲内で採否を決定する。（※平成２２年９月中を予定） 

  【審査の主なポイント】 

   ・ 事業実施計画書は、指定課題に対応した事業内容であり、その手法も具体的で

     実現可能であるか。狙いとする成果が十分期待できるか。 

       ・ 所要額内訳書は、事業の内容・手法に即した合理的な積算となっており、過大

な経費が計上されていないか。 等 

 

（１）応募主体について 

５ 応募に当たっての留意事項 

   複数の法人が共同して事業を行う場合については、いずれかを代表法人として選定

し、当該法人が応募を行うこと。（連名による応募は認めない。） 

（２）応募件数について 

  ○ ２次募集については、１法人当たりの応募件数は、１件を上限とする。 

  ※ 当初の公募において採択された法人については、同じ実施体制での応募は認めない。 



（３）成果物等について 

  ○ 事業実績報告書とは別に成果物（事業の成果等をまとめた報告書冊子）を１０部

作成し、厚生労働省に提出すること。（なお、成果物は国立国会図書館に納本す

るとともに、評価検討会における事後評価の対象となる。） 

  ○ 成果物は、厚生労働省ホームページにおいて公開を予定しているので、紙冊子の

ほか、電子媒体（PDF形式）をCD-R等により提出すること。 

  ○ 成果物については、とりまとめた事業の成果だけでなく、検討の経過に関しても

詳細な記載を行うよう心がけること。 

  ○ 評価検討会における成果物の事後評価において、質が著しく低いと判断された団

体については、以後の補助金交付の選定に当たって当該評価結果を考慮要素とす

ること。 

   ○ 採択された場合には、事業の実施計画及び成果概要を、実施主体のホームページ等

を通じて情報発信に努めること。 

 

（４）その他 

  ○ 応募書類を提出した後の書類の追加提出や差し替えは認められないこと。 

  ○ 自治体職員等を対象とした会議において、事業成果を発表してもらう場合がある

こと。 

  ○ 補助金の支払いは、概算払いを予定しているが、場合によっては精算払いになる

ことがあること。 

 

 ○ 各指定課題の個票に記載されている事業内容・手法に即して実施計画を立案すること。 

６ 事業実施計画書の作成に当たっての留意事項 

 ○ 事業の客観性等を確保するため、外部有識者を含めた検討委員会を設置し、定期的

に事業の評価や助言を受けること。 

 

（１）人件費について 

７ 所要額内訳書の作成に当たっての留意事項 

  ○ 法人の理事、取締役等の役員報酬は、補助の対象外であること。 

  ○ 本事業に従事する非常勤職員及び一時的に雇用される職員（アルバイト）の給与

（通勤手当を含む・賞与不可）は、補助の対象であるが、常勤職員に係る給料、

各種手当等の人件費は、補助の対象外であること。 

  ○ 非常勤職員及び一時的に雇用される職員（アルバイト）の人件費の積算は、団体

の内規に従って積算すること。（当該内規資料は、応募の際に併せて提出すること。

 

） 

 



（２）報償費［諸謝金］について 

  ○ 報償費［諸謝金］の積算は、事業目的との関連性を明確にするため、回数や人数

等をできる限り明確にすること。（例：検討委員会 ○,○○○円×○人×○回＝○○,○○○円） 

  ○ 報償費［諸謝金］の積算は、団体の内規に従って積算すること。（当該内規資料

は、応募の際に併せて提出すること。

  ○ 「６」の検討委員会等に応募団体の役職員が出席した場合の当該役職員に対する

報償費［諸謝金］は、補助の対象外であること。（当該役職員に対して、別途、

応募法人から給与が支給されていない場合も同様とする。） 

） 

 

（３）旅費について 

  ○ 先進地等の視察を目的とした旅費は、補助の対象外であること。 

  ○ 海外渡航経費は、原則として認めないが、事業の内容から海外調査を行うことが

必要と認める場合には、海外調査の必要性、海外渡航先、具体的調査内容等を実

施計画書において明らかにすること。 

  ○ 旅費の積算は、事業目的との関連性を明確にするため、回数や人数等をできる限

り明確にすること。

  ○ 旅費の積算は、団体の内規に従って積算すること。（

（例：東京→大阪(新幹線) ○,○○○円×○人×○回＝○○,○○○円 ） 

当該内規資料は、応募の際

に併せて提出すること。

 

） 

（４）備品購入費について 

  ○ 事業完了後も引き続き団体の財産として利用できる備品（例：パソコン周辺機器

等、コピー機、机、キャビネット、自動車、農機具、厨房用備品）の購入費につ

いては、単年度で完了する事業であるという本補助事業の性格上、補助の対象外

であること。 

    ただし、事業の遂行上必要不可欠なもので、リースによっても調達が困難な場合

（点字プリンター等）については、この限りでない。 

  ○ 国庫補助所要額のうち、備品購入費の占める割合は５０％未満とすること。（事

業実績段階においても、当該経費が５０％以上にならないよう留意すること。） 

 

（５）委託料について 

  ○ 委託することが認められる業務は、調査票の発送・集計業務等であり、事業の主

要部分を委託することは認められないこと。 

  ○ 委託料を計上する場合には、予め業者から見積書を徴すること。（当該見積書は、

応募の際に必ず提出すること。

  ○ 契約予定価格が１００万円（消費税込）以上の契約を行う場合には、競争入札に

付すか複数の見積書を徴した上で契約を行うこと。 

） 



  ○ 国庫補助所要額のうち、委託料の占める割合は５０％未満とすること。（事業実

績段階においても、当該経費が５０％以上にならないよう留意すること。） 

 

（６）使用料及び賃借料について 

  ○ 事務所、駐車場の賃料については、補助の対象外であること。 

  ○ ＯＡ機器類（パソコン、コピー機、机、キャビネット等）のリース料は補助の対

象外であること。 

（７）その他 

  ○ 食糧費、光熱水費、ガソリン代等の燃料費は、補助の対象外であること。 

○ 株式会社等営利企業の応募は不可ではないが、正職員の人件費、間接経費等は補

助の対象外であること。 

  ○ 補助対象は、内示日以降の事業費であること。 

 

○ 本補助金は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」の規定により交

付される補助金であり、不適正な使用が認められた場合については、刑事処罰され

ることがあること。 

８ 補助金執行の適正性確保 

 ○ 本事業は、平成21年12月24日にとりまとめた「障害者自立支援調査研究プロジェク

トの補助金不正事案を踏まえた再発防止策について」を踏まえて実施するので、次

に掲げることに留意すること。 

    ・ 事業の収支報告等の事業実績報告書については、厚生労働省ホームページにおい

て公表すること。 

   ・ 事業実績報告には、法人の監事等による本事業の監査結果報告書を添付する必

要があること。 

・ 事業の執行状況を調査するため、事業の実施中又は終了後に現地調査を行う場合

があること。 

   ・ 本事業について、補助金を他事業に流用する等の不正事実が判明した場合には、

当該法人及び不正行為を行った者が属する法人については、最長５年間、本事

業の応募を認めない措置をとること。 

   ・ 事業が採択された場合には、法人所属職員に対して、法人内で本補助金に関す

る不正行為等を発見した場合の国への通報窓口を周知する必要があること。（当

該通報窓口については、内示の際に改めてお知らせする。） 

  ○ 上記以外の再発防止策については、次のホームページにおいて公開しているので、

予め確認しておくこと。 

    再発防止策の概要 

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/12/s1224-17.html 



９ 提出書類 (※提出にあたっては、全てＡ４用紙片面によること。

（１）障害者総合福祉推進事業の実施に係る次の書類 

) 

   ○ 平成２２年度障害者総合福祉推進事業第２次募集への応募について（別紙１） 

   ○ 事業実施計画書（別紙２） 

   ○ 所要額内訳書（別紙３） 

   ○ 事業の実施体制（別紙４） 

  ○ 事業実施スケジュール表（別紙５） 

  ○ 人件費、報償費及び旅費の支給基準（団体の内規）（様式なし） 

  ○ 委託料の見積書（委託料を計上している場合）（様式なし） 

 

（２）法人の概要、活動状況に係る次の書類 【地方公共団体は提出不要】 

  ○ 定款又は寄附行為（様式なし） 

  ○ 役員名簿（別紙６） 

  ○ 法人の概況書（別紙７） 

  ○ 理事会で承認を得た直近の事業実績報告書 
→ 冊子による提出は不可。

 
(分量が多い場合は、法人の事業実績等を記した主要部分の抜粋のみで可。) 

（３）法人の財政状況に係る次の書類 【地方公共団体は提出不要】 

  ○ 平成２２年度収入支出予算書抄本（様式なし） 

  ○ 理事会等で承認を得た直近の財務諸表（貸借対照表、収支計算書、財産目録）、 

監事等による監査結果報告書（様式なし） 
 

   上記様式の電子媒体については、当省ホームページよりダウンロードすること 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/cyousajigyou/index.html 

  平成２２年９月３日（金）（持参の場合は、午後５時まで） 

１０ 提出期限 

  ※ 地理的条件によっては、持参が困難な場合もあることから、郵送による場合は当

日消印有効とする。 

  ※ 提出期限を経過して届いた応募書類については、受け付けないので、締め切りの

厳守について、特に留意すること。 

（１）提出書類の送付先は、次のとおりとする。 

１１ 提出方法 

  ＜提出書類の送付先＞ 

   郵便番号 １００－８９１６ 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

    厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 企画課 自治体支援係 



（２）提出書類のうち、 

①平成２２年度障害者総合福祉推進事業第２次募集への応募について（別紙１） 

②事業実施計画書（別紙２） 

③所要額内訳書（別紙３） 

については、書類の提出と併せて電子媒体を下記アドレスにメールにて送付するこ

と。

     なお、当該メールが「１１」の提出期限までに届いたとしても、提出書類が郵送等

で届いていない場合には、応募書類を受け付けないので、留意すること。 

（送付する際はメールの件名に必ず「【法人名】平成22年度障害者総合福祉推進事業第

２次応募」と入れること。） 

（３）市町村（一部事務組合、広域連合を含む。）の応募書類の提出は、都道府県を経由

せず、直接厚生労働省に送付すること。 

   ＜電子媒体送付先アドレス＞ 

syougaikaikaku@mhlw.go.jp 

 

 ○ 事業全般、事務手続に関すること 

１２ 問い合わせ先 

    厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部企画課 

   電話 ０３－５２５３－１１１１（代） 内線３００７、３０２８ 

 ○ 指定課題の内容に関すること 

   「平成２２年度障害者総合福祉推進事業 指定課題」個票の下欄に掲げる「担当課・

室・係」とする。 

mailto:syougaikaikaku@mhlw.go.jp�


番  号 指 定 課 題 

１ 難病患者等の日常生活状況や福祉ニーズの調査 

２ 障害者の定義・手帳制度などに係る海外の実態に関する調査 

３ 地域生活支援事業の実施における地域間の差異に関する調査 

４ 

５ 

障害者の情報保障に関する調査 

障害者が利用する福祉用具の制度の在り方に関する調査 

６ 支給決定プロセス等に係る海外の実態に関する調査 

７ 障害者の相談支援のあり方に関する調査 

８ 

９ 

障害者の相談支援専門員の現任研修のあり方に関する調査 

自立支援協議会の活性化に向けた事例収集とガイドラインの作成 

１０ 障害者虐待防止に向けた調査と指針の作成 

１１ 障害福祉分野においてピアサポートを活用するための活動実態の調査 

１２ ピアサポートの人材育成と雇用管理等の体制整備のあり方に関する調査とガイドラインの作成 

１３ 

１４ 

サービス管理責任者の人材育成とスキルアップのあり方についての調査と研修プログラム等の作成 
知的障害者・精神障害者等の地域生活を目指した日常生活のスキルアップのための支援の 

標準化に関する調査とガイドラインの作成 

１５ 身体障害者の生活の自立に向けた訓練の標準化に関する調査 

１６ 地域移行支援(知的・精神分野)プログラムの標準化と人材育成に関する調査 

１７ 生産活動を実施している事業のあり方についての調査 

１８ 障害福祉サービスにおける日中活動プログラムに関する調査 

１９ 

２０ 

医療ニーズの高い障害者等への支援策に関する調査 

障害者支援施設等利用者の高齢化に伴う支援のあり方についての調査 

２１ 

２２ 

障害児・者の移動支援のあり方に関する調査 

在宅の知的障害者・精神障害者等に対する支援のあり方に関する調査 

２３ 訪問系サービス利用者のサービス利用状況等の実態把握に関する調査 

２４ 

２５ 

障害児施設のあり方に関する調査 

障害児支援の強化に向けた福祉と特別支援教育における連携に関する調査 

２６ 
精神障害者地域生活移行支援のための、当事者と障害福祉サービス事業所等への普及啓発及び 

アドバイザー研修プログラムの開発 

２７ 未治療・受診中断等の精神疾患患者へのアウトリーチ（訪問）支援モデルの開発と普及 

２８ 依存症者に対する地域支援、家族支援のあり方についての調査とサービス類型の提示 

２９ 保健福祉領域における訪問活動を活用した精神保健ゲートキーパー機能についての調査と 

マニュアルの作成 

３０ 精神疾患の社会的コストの推計 

３１ 高齢精神障害者の生活の場の確保と社会資源の活用に関する調査と提言 

３２ 触法精神障害者（医療観察法対象者含む）の地域生活・社会復帰支援のあり方に関する 

３３ 

調査と支援モデル等の作成 

障害者の社会参加活動の支援に関する調査 

別 紙 



 

平成２２年度障害者総合福祉推進事業第２次公募 

 

 
 

指定課題 １ 難病患者等の日常生活状況や福祉ニーズの調査 

指定課題を設定する

背景・目的 

障害者自立支援法の支援の対象者は、身体障害者福祉法上の身体障害者など個別

法を引用する形で規定しているが、新たな法制度においては、現在支援の対象とな

っていない難病患者なども含めて『制度の谷間』のない仕組みの検討が必要となっ

ている。 

想定される事業の手

法・内容 

 難病患者団体等を通じ、現在、障害者自立支援法の対象となっていない難病患者

や慢性疾患患者に対して、日常生活状況や介助の必要性、求められる福祉的支援等

に関するアンケート調査やヒアリングを実施し、これらの実態を明らかにする。 

期待する事業成果 

 

難病等患者について、複数の疾患を対象とし疾患群別（例：血液系疾患、免疫系

疾患、内分泌系疾患、代謝系疾患、神経・筋疾患等）に、以下の項目について基本

的属性別（性、年齢、傷病・疾患名等）に実態をとりまとめ、報告書にまとめる。 

※ 個別の疾患を対象としたものであっても応募可能とするが、できるだけ多くの

疾患を対象としたものが望ましい。 

・日常生活上の困難（居宅にあっては、入浴、排泄、食事、衣類脱着等、居宅外に

あっては通院等の介護）を伴っているか 

・日常生活上の困難に対して、どのようなサービスをうけているか（介護保険サー

ビス、難病居宅支援サービス、自立支援給付等） 

・日常生活上の困難に対して、どのようなサービスを望んでいるか（ホームヘルプ

サービス、移動支援サービス、住宅改修サービス、補装具等） 

・日常生活上の困難の持続性（一時的なものか、6ヶ月以上続く継続的なものか、

完全に固定したものか等）がどのような状態にあるか 

・その他どのような生活上の諸問題（所得、就労、就学、家事等）を抱えているか 

・障害者手帳の所持の有無 

前回公募との相違点 ・複数の疾患を対象とすることが望ましいが、個別の疾患を対象としたものであっ

ても応募可能であることとし、以下を期待する事業成果に追加した。 

 
 

 

なお、個別疾患を対象とする場合は、当初の公募で採択された「筋ジストロフィ

ー」「無痛無汗症」を除いたものとする。 

担当課室・係 企画課 企画法令係 

※ 個別の疾患を対象としたものであっても応募可能とするが、できるだけ多く

の疾患を対象としたものが望ましい。 

指定課題（個票） 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指定課題 ２ 障害者の定義・手帳制度などに係る海外の実態に関する調査 

指定課題を設定する

背景・目的 

障害者自立支援法の支援の対象者は、身体障害者福祉法上の身体障害者など個別

法を引用する形で規定しているが、新たな法制度においては、現在支援の対象とな

っていない難病患者なども含めて「制度の谷間」のない仕組みの検討が必要となっ

ている。 

また、障がい者制度改革推進会議における論点の一つとして、手帳制度について

も言及がなされているところ。 

このため、海外の障害福祉制度をはじめとした障害者の定義や手帳制度などの実

態に関して、調査研究を行うこととする。 

想定される事業の手

法・内容 

 文献調査や関係者へのヒアリング等により、障害福祉制度をはじめとした各制度

における障害者の定義や、手帳制度などに関して海外の実態を明らかにする。 

期待する事業成果 

 

以下の事項のいずれか又は複数についてまとめた報告書及び各国の制度の対比

表などの作成。 

① 障害福祉制度の概要及び当該制度に係る障害者の定義 

② その他の障害者施策に係る障害者の定義 

（障害者差別禁止法制、障害者雇用制度、所得保障など） 

③ 障害者手帳制度の実態 

（制度の有無、手帳所持による効果、各障害者施策との関係など） 

前回公募との相違点 期待する事業成果として、①から③の全てについてまとめたものを求めていた

が、いずれか一つであっても応募可能とした。 

担当課室・係 企画課 企画法令係 



 

 
 
 
 

指定課題 ３ 地域生活支援事業の実施における地域間の差異に関する調査 

指定課題を設定する

背景・目的 

・地域生活支援事業は、実施主体である各地方自治体が、地域の特性や利用者の状

況に応じて、サービス形態や利用方法等を柔軟に設定することが可能な仕組みとし

ているが、現状では地方自治体の財政状況など様々な要因により地域間格差がある

との指摘がある。 

・このため、必須事業（移動支援事業）について、各地方自治体が定めている利用

目的等の規定の状況と利用者の意見を調査することにより、現状では地方自治体の

裁量に委ねられている事業の実施方法について、国・地方の役割について検討する

ための基礎資料を収集する。 

想定される事業の手

法・内容 

・移動支援事業について、対象者、提供可能エリア、実施内容、支給量、利用者負

担など、実施主体である各市町村が定める規定の状況や利用者の意見を調査する。 

（例） 

・実施要綱等の規定内容の分析、市町村に対するヒアリングやアンケートによる運

用上の取扱いの把握等 

・これらのサービスが実施されている地域の利用者の意見をヒアリングやアンケー

トにより把握する。 

・また、未だこれらのサービスが実施されていない地域における支援の必要性や代

替している支援の実態を把握する。 

【留意事項】 

・特定の地域に偏ることなく、全国的な傾向を調査すること。 

・地域間の差異を比較検討できるよう、客観的にデータを整理すること。 

期待する事業成果 ・調査に基づき、報告書を作成。 

ア 報告書の作成にあたっては、調査項目について、特定の地域に偏ることが

なく、全国的な傾向を明らかにする。 

イ また、地域間の差異の内容が比較検討できるよう地域特性を考慮した上で

の客観的データを整理する。 

ウ 明らかにされた事業の実態について、その要因についても可能な限り、分

析を行う。 

・利用者の意見として強いものは、今後の事業展開の参考資料となるように、事業

の実施主体である市町村に配付する。 

前回公募との相違点 ・調査対象事業を「移動支援事業及びコミュニケーション支援事業」から「移動支

援事業」とした。 

※コミュニケーション支援事業に関する調査については、別途、調査することとな

ったため、今回は移動支援事業を対象とする。 

担当課室・係 自立支援振興室 地域生活支援係 



 

指定課題 ５ 障害者が利用する福祉用具の制度の在り方に関する調査 

指定課題を設定する

背景・目的 

障害者が利用する福祉用具の制度である、補装具費支給制度（自立支援給付）と

日常生活用具給付等事業（地域生活支援事業の一事業）について、現在両制度の対

象となっている障害者や支援者等から、下記のような意見が聞かれる。 

・両制度で統一的な取扱いとしてほしい。 

・レンタル制度を導入すべき。 

・福祉用具の適合には専門的な技術を要し時間がかかることから、「もの」の価

格だけでなくサービス費を別に設定すべき。 

・補装具製作事業者を指定事業者制にすべき。 

・補装具判定の手続きを近くの医療機関等で行えるようにすべき。（補装具判定

機関と地域の医療機関が連携すべき。） 

・離島や山間地域については加算を設けるべき。 

 これらの意見について、障害者やその支援者等に対し調査を行い、どの程度望む

声が強いのか、他にどのような意見が多いのかを整理することにより、新たな総合

福祉法における全体的な福祉用具制度検討に向けた議論に必要な基礎資料を得る

こと。 

想定される事業の手

法・内容 

 現在福祉用具を利用している障害者のうち、下記の者やその支援者の意見をヒア

リングやアンケート調査により把握する。 

○ 視覚障害者 

○ 聴覚障害者 

○ 視覚・聴覚の重複障害者 

○ 肢体不自由者のうち、特に義肢（義手・義足）を利用する者 

【留意事項】 

 極力、特定の地域に偏ることなく、全国的な調査とすること。調査対象者につい

ては、可能な限り広範な年齢構成となるよう配慮することが望ましい。 

期待する事業成果 

 

・ 調査に基づき、報告書を作成。 

ア 報告書の作成にあたっては、調査項目について、極力、特定の地域に偏るこ

とがなく、全国的な傾向を明らかにする。 

イ 上記「指定課題を設定する背景・目的」に掲げる各種の要望について、どの

程度望む声が強いのか、他にどのような意見が多いのかが、比較検討できるよ

う客観的データを整理する。 

ウ 明らかにされた意見について整理を行い、その背景・制度的な問題点につい

ても可能な限り分析を行う。 

・ 利用者の意見として強いものは、今後の参考資料となるように、日常生活用具

給付等事業の実施主体である市町村に配付する。 

前回公募との相違点 ・語句の訂正により、現在様々な場所で言われている福祉用具に関する意見につい

て、現状を整理していただく事が目的であることを、明確化したこと。 

・事業手法のうち調査対象となる者を、「福祉用具を利用する」から「現在福祉用具

を利用している」とし、更に対象と障害種別を列挙することにより明確化したこと。 

 ※  先行採択された課題では、対象とされていない障害分野とする。 

 ※※ 補装具の品目で見ると、義肢の利用者が含まれない可能性があるため。 

・同項について、「調査対象者については、可能な限り広範な年齢構成となるよう

配慮することが望ましい」を追加したこと。 

担当課室・係 自立支援振興室 社会参加支援係 



 

指定課題 ９ 自立支援協議会の活性化に向けた事例収集とガイドラインの作成 

指定課題を設定する

背景・目的 

 平成 21 年７月に廃案となった障害者自立支援法改正案では、自立支援協議会に

ついて設置を義務づけることとし、市町村、都道府県レベルにおいて、関係機関等

が相互の連絡を図ることにより、地域における障害者等への支援体制に関する課題

について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に

応じた体制の整備について協議を行う場の構築を図ることとしていた。市町村の自

立支援協議会の設置率は、平成 21年４月現在で 79％となっており、21年度中の設

置予定を含めると 90％となる。 

しかし、実際のところは、自立支援協議会を設置していたとしても形骸化してい

るとの指摘があり、運営上の課題も多いところである。 

さらに、個別の相談支援から明らかになる地域の課題に対して、自立支援協議会

においてどのように対応されているのかについて、具体的事例も含めて現状を十分

に把握しているとは言い難い。 

 このため、当調査研究は、自立支援協議会に係る現状を把握した上で、個別の相

談支援から自立支援協議会における課題解決までのプロセスを明示するなど、自立

支援協議会の活性化に向けた指針を作成することを目的として、実施することとす

る。 

想定される事業の手

法・内容 

① 自立支援協議会の実態調査 

・都道府県を通じ調査票を配布し、全市町村の自立支援協議会及びその下に設置

される部会の運営状況、教育・就労分野のネットワークによる社会資源の開発

例等の実態について収集把握する。 

・これらの実態に対して都道府県の関与の状況を把握する。 
※なお、この実態調査については、厚生労働省の担当課と密接に連携をとり実施するものとする。 

② 自立支援協議会の形骸化の要因や課題解決プロセスなどを分析し、自立支援協

議会の運営に関する指針を作成 

・その際には、当調査研究は指針の策定が目的であることを考慮し、大都市など

人口規模、相談支援事業等の活動状況などを考慮して、標準的な対象を抽出す

る。 

・地域自立支援協議会の活性化に効果的な実施事例を含めて指針を作成する。 

・指針作成にあたっては、個別の相談支援から自立支援協議会における課題解決

までの流れの明示や、効果的に取り組むためのポイントを提示する等、実用的

であることが必要。 

※ ①又は②のどちらか一方でも応募可能とする。 

期待する事業成果 

 

○ 「自立支援協議会の活性化に向けた指針」の作成 

・ 関係者が自立支援協議会を活用し、地域の課題解決を行うことができるよう、

その方策を検討することとし、その検討に当たっては、具体的な事例を（何故、

何を目的に、いつ、どこで、誰が、どのように、どの程度の費用でという５W

２Hの観点から）整理すること。 

・ 指針は以下の構成により作成すること。 

 ① 自立支援協議会の実施状況 

 ② 自立支援協議会に設置される部会の実施状況 

 ③ 個別の相談支援を踏まえた地域の課題の整理方法 

 ④ 自立支援協議会が地域の課題解決を図るに当たって、地域における社会資

源を整備・活用した具体的な事例の分析 

 ⑤ 都道府県の効果的な関与のあり方 

⑥ 自立支援協議会における議論の障害福祉計画への反映 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前回公募との相違点 「期待する事業成果」の欄を、以下のように修正及び追加し、要件を緩和。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、以下の文章を削除し、要件を緩和。 

○ 「自立支援協議会の活性化に向けた指針」の全市町村への配布 

・ 研修会の実施等による普及など 

 

※ 自立支援協議会の実態調査と活性化のための指針作成を分け、どちらか一方の

応募でも可能とし、さらに、完成した指針に基づいた研修会の実施により、関係

者の理解がより深まるという成果を期待していたが、実施期間等の関係などで実

施しない場合であっても応募できることとした。 

担当課室・係 障害福祉課 相談支援係 

○ 上記の実態調査の結果を踏まえ、さらに研究班において自立支援協議会の形

骸化の要因や、課題解決プロセスなどを分析 

・ その際には、当調査研究は指針の策定が目的であることを考慮し、大都市

など人口規模、相談支援事業等の活動状況などを考慮して、標準的な対象を

抽出する。 

○ 自立支援協議会の運営に当たって、都道府県が行うべき効果的な関与に係る

指針を作成 

・ 都道府県の関与の効果的な実施事例を含めて指針を作成する。 

・ 指針作成にあたっては、個別の相談支援から自立支援協議会における課題

解決までの流れの明示や、効果的に取り組むためのポイントを提示する

等、実用的であることが必要。 

② 自立支援協議会の形骸化の要因や課題解決プロセスなどを分析し、自立支援

協議会の運営に関する指針を作成 

・ その際には、当調査研究は指針の策定が目的であることを考慮し、大都市

など人口規模、相談支援事業等の活動状況などを考慮して、標準的な対象を

抽出する。 

・ 地域自立支援協議会の活性化に効果的な実施事例を含めて指針を作成する。 

・ 指針作成にあたっては、個別の相談支援から自立支援協議会における課題

解決までの流れの明示や、効果的に取り組むためのポイントを提示する等、

実用的であることが必要。 

※ ①又は②のどちらか一方でも応募可能とする。 



 

指定課題 １４ 
知的障害者・精神障害者（発達障害者を含む）の地域生活を目指した日常生活のスキ

ルアップのための支援の標準化に関する調査とガイドラインの作成 

指定課題を設定する

背景・目的 

障害者自立支援法の知的障害者・精神障害者（発達障害者を含む）を対象とし、日

常生活のスキルアップを目的とした自立訓練（生活訓練）については、その支援方法

と内容等の概要がサービス管理責任者研修の分野別研修で示されているのみで、標準

的な支援ガイドラインが示されてなく、また、これまでの支援の実態や支援結果等に

ついてのデータが十分に把握されていない。 

そこで、当調査研究では、知的障害者・精神障害者（発達障害者を含む）の日常生

活のスキルアップのための支援について、どのような障害の人に、どのような専門技

術のある人が、どのような支援をすると、どの程度の期間で訓練を終了して、次のス

テップへの移行が可能となるか等、これまでの支援の実態について調査して明らかに

するとともに、その調査結果の分析を行い、課題等を明らかにする。 

さらに、この分析結果を基に、具体的な支援が想定される時間帯や場面毎（例えば、

主に日中の支援、主に夕方～朝の間の支援、居宅への訪問による支援等）に分けて、

日常生活のスキルアップのための支援ガイドラインを示す。 

想定される事業の手

法・内容 

１．地域での日常生活スキルアップのための支援方法と内容の調査分析 

まず、学識者により、全国から知的障害者・精神障害者・発達障害者の日常生活

のスキルアップについてよりよい支援を実施している事業所をそれぞれ抽出する。

この事業所抽出については、精神障害者社会復帰施設、通勤寮等旧法施設及び新体

系の自立訓練(生活訓練)から抽出する。 

次に、その事業所利用者への支援の状況（過去に利用した者の実績を主とする）

について、主に個別支援計画を基に、紹介経路、計画の目標、個別支援会議の開催

頻度、支援計画の見直し頻度、支援内容（どのような専門職員が、どこで、どのく

らいの頻度で、どのような内容の支援を、どのような方法で、どのくらいの期間等)、

終結や帰結の状況について調査し分析する。 

併せて、事業所の形態(単独型か多機能型か、職員数と雇用形態、有資格者数等)

についても調査し分析する。 

この個別支援計画を基にした調査については質的研究とし、具体的な支援が想定

される時間帯や場面毎（例えば、主に日中の支援、主に夕方～朝の間の支援、居宅

への訪問による支援等）に、全国から５事業所・２５名以上のサンプルを収集する。

（どの事業所を選定するかについては厚生労働省と協議すること。）調査手法は現

地でのヒアリング調査を原則とし、個別支援計画や支援記録の内容等を確認してデ

ータを集積し分析する。 

２．日常生活のスキルアップのための支援モデル事例集作成 

上記調査分析結果を踏まえて、具体的な支援の場面で参考に資する支援モデル事

例集を作成する。 

 

 



期待する事業成果 

 

地域での日常生活のスキルアップのための支援モデル事例集 (冊子)を作成するこ

と。内容は以下の構成とし、具体的な支援の場面で参考に資するようにわかりやすく

簡潔にまとめること。 

○地域での日常生活のスキルアップのための支援モデル事例集(冊子)の構成 

(1) 地域での日常生活のスキルアップのための支援の状況について 

主に個別支援計画を基に、以下の項目を整理。 

・利用対象者像と紹介経路（サービス利用に至った経緯） 

・計画の目標 

・個別支援会議の開催頻度 

・支援計画の見直し頻度 

・支援内容（どのような専門職員が、どこで、どのくらいの頻度で、どのよう

な内容の支援を、どのような方法で、どのくらいの期間等) 

・終結や帰結の状況 

 (2) モデル事例（知的障害者・精神障害者・発達障害者、各々３事例程度） 

(3) 参考資料(個別支援計画、日報等の書式例等) 

前回公募との相違点 「想定される事業の手法・内容」の欄中、以下の調査を行わなくともよいこととし、

要件を緩和。 

 

２について以下の補足説明等を加えるとともに修正を行い、要件を緩和。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガイドライン作成をモデル事例集作成とし、要件を緩和。 

 

 

「期待する事業成果」の欄中、ガイドラインの作成をモデル事例集の作成に変更し、

要件緩和に伴い不要となった文章を削除。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．年齢、障害別等に応じたサービス利用の実態についての分析 

 

次に、その事業所利用者への支援の状況（過去に利用した者の実績を主とする）

について、主に個別支援計画を基に、紹介経路、計画の目標、個別支援会議の開催

頻度、支援計画の見直し頻度、支援内容～（中略）～ 

この個別支援計画を基にした調査については質的研究とし、具体的な支援が想定

される時間帯や場面毎（例えば、主に日中の支援、主に夕方～朝の間の支援、居宅

への訪問による支援等）に、全国から５事業所・２５名以上のサンプルを収集する。

（どの事業所を選定するかについては厚生労働省と協議すること。） 

１．報告書の構成 

(1) 地域での生活スキルアップのための支援に係る調査対象と調査方法 

(2) 現行のサービス（自立訓練(生活訓練)通所型、訪問型、宿泊型等）利用者

についての基礎データの分析 

(3) 個別支援計画等に基づき把握した支援内容・支援方法等の実態とその分析 

(4) 課題の整理 

(5) 考察 

３．日常生活のスキルアップのための支援モデル事例集作成 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、構成について以下の修正を行い、要件を緩和。 

 

 

 

 

 

 

↓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 実施期間等の関係などで「年齢、障害別等に応じたサービス利用の実態について

の分析」及び「報告書の作成」について行わなくともよいこととするとともに、ガ

イドラインの作成をモデル事例集の作成に変更し（ガイドラインについては、この

データ等を基に今後検討）、更に収集するサンプル数を軽減し、要件を緩和した。 

また、モデル事例集の内容について「想定される事業の手法・内容」と「期待す

る事業成果」の整合性を考慮し、わかりやすく整理をおこなった。 

 

担当課室・係 障害福祉課 地域移行支援係 

(1) 地域での日常生活のスキルアップのための支援の機能と利用対象者及び利

用目的 

(2) 相談支援と日常生活スキルアップのための支援との関係 

・ 利用者の受入れから終結までの流れ等 

(3) 個別支援計画の立て方と支援の実際 

 
(1) 地域での日常生活のスキルアップのための支援の状況について 

主に個別支援計画を基に、以下の項目を整理。 

・利用対象者像と紹介経路（サービス利用に至った経緯） 

・計画の目標 

・個別支援会議の開催頻度 

・支援計画の見直し頻度 

・支援内容（どのような専門職員が、どこで、どのくらいの頻度で、 

どのような内容の支援を、どのような方法で、どのくらいの期間等) 

・終結や帰結の状況 

 



 

指定課題 １５ 身体障害者の生活の自立に向けた訓練の標準化に関する調査 

指定課題を設定する

背景・目的 

障害者自立支援法の自立訓練のうち身体障害者を対象とした機能訓練について

は、その標準利用期間が 18ヶ月とされているが、 H21年 4月に、頚髄損傷による

四肢麻痺者については、それまでの各施設での訓練実績を踏まえ 36 ヶ月に変更さ

れた。 

しかし、その他の視覚障害、聴覚障害、肢体不自由及び内部障害については、ど

のような障害のある人に、どの程度の期間、どのような支援をすれば、訓練を終了

して次のステップへの移行が可能となるかについてのエビデンスが十分に把握さ

れていない。 

そこで、当調査研究では、どのような障害の身体障害者について、どのような専

門職が、どのような支援を、どの程度の期間実施すれば、訓練を終了して就労や在

宅等、次のステップへの移行が可能となるかについての実態把握と分析を行う。 

 これを基にして、障害者の自立生活を可能とする支援（サービス）について、標

準的なサービス内容、標準的な利用期間等を提示し、今後のサービスのあり方の検

討の材料とする。 

想定される事業の手

法・内容 

１．自立訓練（機能訓練）等利用者の利用実態把握及び分析 

(1) 全国の自立訓練（機能訓練）実施事業所及び身体障害者更生施設に対して、

調査票を用いて、利用者に係る訓練の状況等、以下の項目について調査する。 

  ・ 調査対象：現利用者を含めて過去１０年程度の間の利用者 

・ 調査項目：年齢、詳しい障害の状況、障害等級、障害程度区分、家族状況、

地域の社会資源の状況、支援内容（プログラム）、支援提供期間、訓練終

了後の状況 等（調査項目については、厚生労働省と協議すること。） 

(2) 上記の調査で得られたデータを基にして、どのような障害の身体障害者に対

して、どのような専門職が、どのような支援を、どの程度の期間実施すれば、

訓練を終了して就労や在宅等、次のステップへの移行が可能となるか等につい

て分析を行う。 

２．上記調査分析に基づき、障害の状況やニーズに応じた身体障害者等の生活の自

立に向けた訓練の標準的な支援プログラム（ガイドライン）案を策定する。 

期待する事業成果 

 

報告書には以下の項目を中心とするデータ、分析結果をまとめることとする。 

○ 身体障害の障害別に、 

・ 年齢、詳しい障害の状況、家族状況 

・ 地域の社会資源の状況 

・ 支援内容（プログラム）、支援提供期間 

・ 訓練修了後の状況 等 

また、標準的な支援プログラム（ガイドライン）案については、サービス提供の

現場で使い易く、また、できるだけ多くの障害や年齢等によるニーズの違いに対応

できるようなものとすること。 

※ 肢体不自由や視覚障害等、特定の障害のみの調査であっても応募可能とする。 



 
 
 
 

前回公募との相違点 「期待する事業成果」の欄に、以下の文章を追加し要件を緩和。 

 

 

※ 調査に当たっては、一括して全ての対象者について実施し、全体的にとりまと

め、今後の施策の参考とするという成果を期待していたが、実施期間等の関係な

どで肢体不自由や視覚障害等、特定の障害のみの調査であっても応募できること

とした。 

ただし、その際、複数の採択候補となる場合もあることから、調査の統一性を

保つために、「調査項目については、厚生労働省と協議すること。」と文章を追加

した。 

担当課室・係 障害福祉課 地域移行支援係 

※ 肢体不自由や視覚障害等、特定の障害のみの調査であっても応募可能とする。 

 



 

指定課題 ２０ 障害者支援施設等利用者の高齢化に伴う支援のあり方についての調査 

指定課題を設定する

背景・目的 

近年、障害者支援施設等の利用者の高齢化が進んできているが、その支援の実態が

明らかでなく、定量的な分析も進んでない状況にある。そのため、指定基準に規定す

る職員配置や報酬上の加算等で、高齢化に伴う支援について直接的に評価は行われず

報酬にも反映されていないところである。 

 このため、施設利用者の高齢化の状況、高齢化による障害の状態変化に伴う支援内

容の変化等について実態把握を行うとともに、高齢化した利用者が多く入所する施設

での支援のあり方について調査研究する。 

想定される事業の手

法・内容 

障害者支援施設等を対象に悉皆調査し、利用者の高齢化に着目した実態把握を行う

こと。 

  事業者団体、有識者等による検討委員会を設置し、実態把握の結果や収集された先

進事例について分析を行い、高齢化した利用者に対する支援のあり方についての検討

を行い、報告書を作成すること。 

期待する事業成果 

 

本調査研究の報告にあたっては、原則として以下の内容を盛り込むこと。 

１．実態把握 

 ① 利用者の状況 

  ・ 利用者の年齢構成 

  ・ 年齢層別の障害状況、健康状態 等 

 ② 利用施設のバリアフリーの状況 

  ・ 共有スペースのバリアフリーの状況 

  ・ 居室のバリアフリーの状況 等 

 ③ 支援手法 

  ・ 高齢化した利用者に対する支援内容や所要時間 

  ・ 年齢層別の支援内容の違い（高齢化した利用者に特化しているか） 等 

 ④ 先進事例の収集及び検証 

２．高齢障害者への支援のあり方についての提言（支援マニュアル（案）作成） 

  把握した実態や先進事例の分析に基づき、高齢化した利用者に対する支援手法や

ハード面の工夫方法等、支援マニュアル（案）の作成 

※ 報告書の構成のうち、「支援マニュアル（案）作成」については、作成しない場合

であっても応募可能とする。ただし、その際は「高齢化した利用者に対する支援のあ

り方についての提言」を報告書に盛り込むこと。 

 

前回公募との相違点 「期待する事業成果」の欄中、以下の文章を変更し要件を緩和。 

「本調査研究の報告にあたっては、以下の内容を必ず盛り込むこと。」から「本調

査研究の報告にあたっては、原則として以下の内容を盛り込むこと。」と変更し、要

件を緩和。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、以下の文章を追加し、要件を緩和。 

 

 

 

 

※ 障害者支援施設等の利用者の高齢化に着目した実態把握を行った上で、事業者団

体、有識者等による検討委員会を設置し、実態把握の結果や収集された先進事例に

ついて分析を行い、高齢化した利用者に対する支援のあり方についての検討を行い、

報告書及び支援マニュアル（案）を作成するという成果を期待していたが、実施期

間等の関係などで、「支援マニュアル（案）」として作成しない場合等であっても応

募できることとした。ただし、今後の施策の参考に資するよう、「高齢化した利用者

に対する支援のあり方についての提言」を盛り込むこととした。 

担当課室・係 障害福祉課 福祉サービス係 

※ 報告書の構成のうち、「支援マニュアル（案）作成」については、作成しない

場合であっても応募可能とする。ただし、その際は「高齢化した利用者に対する支

援のあり方についての提言」を報告書に盛り込むこと。 



 

指定課題 ２２ 在宅の知的障害者・精神障害者等に対する支援のあり方に関する調査 

指定課題を設定する

背景・目的 

障害者自立支援法においては、在宅で生活する知的障害者・精神障害者等に対す

るサービスとして、自立支援給付（個別給付）では知的障害等に起因する行動障害

等の特性を踏まえた行動援護や居宅介護等、地域生活支援事業では移動支援事業や

生活支援事業などが設けられている。 

しかし、在宅で生活する知的障害者・精神障害者等個々人が、どのような状況の

中で、どのようなサービスを利用しているのか等、個人個人に着目したサービスの

利用状況については、十分な実態把握がされてこなかったところである。 

本調査研究では、今後の議論に資するために、在宅の知的障害者・精神障害者等

のサービス利用の実態やニーズ等について把握し分析した上で、課題の整理を行う

こととする。 

想定される事業の手

法・内容 

自治体又は事業所（訪問系サービスの事業所、相談支援事業所等）を通じて、在

宅の知的障害者・精神障害者（発達障害や高次脳機能障害の者が含まれる）等につ

いて、障害の状況、家族状況、ニーズ、サービスの利用状況等を含めた生活の実態

を把握し、障害及び環境に応じてどのような支援の特徴があるのか明らかにすると

ともに、満たされていないニーズを含む支援上の課題を整理する。 

なお、各々の障害特性を踏まえた支援の状況等について把握・分析できるように、

調査対象の抽出については十分に留意すること。 

期待する事業成果 

 

本調査研究の報告書には、以下の内容を盛り込むこと。 

① 在宅の知的障害者・精神障害者等の障害状況、年齢、家族状況等の環境によ

るニーズの相違等の分析 

② 在宅の知的障害者・精神障害者等の訪問系サービス等の利用状況（どのよう

なサービスを組み合わせて利用しているか等）の分析及び課題の分析 

前回公募との相違点 想定される事業の内容・手法 

以下の文章を削除するとともに、「支援上の課題を整理する。」を「満たされてい

ないニーズを含む支援上の課題を整理する。」とすることにより、障害の状況や家

族状況等に係る調査の中で、ニーズと実際に利用可能なサービスの差についても併

せて調査を行うことを可能とした。 

 

 

 

 

 

期待する事業成果 

「本調査研究の報告書には、以下の内容を必ず盛り込むこと。」から「本調査研究

の報告書には、以下の内容を盛り込むこと。」と変更するとともに、内容に関して、

上記の修正に伴い以下の文章を削除し、要件を緩和。 

 

「併せて、（相談支援事業等を利用し）サービス利用について相談したが、結果

として障害福祉サービス等のサ－ビス利用に至ることなく在宅で生活している

障害者等についても抽出し、サービス利用に至らなかった理由、その生活の状況

等についても把握して分析し、課題等を明らかにする。」 



 
 

 

 

 

 

※ ニーズと実際に利用可能なサービスとの差に関する調査について、障害の状況

や家族状況等に係る調査とは別に抽出調査により行うこととしていたが、実施期

間等の関係などで、２つの調査をまとめて実施しても応募できることとした。 

担当課室・係 障害福祉課 訪問サービス係 

③ 相談支援事業所の相談支援専門員、市町村の保健師、民生委員等を通じて把

握されたサービス利用に至っていない在宅の知的障害者・精神障害者等のニー

ズ、生活実態及び生活上の課題等の整理と分析 



 

指定課題 ２３ 訪問系サービス利用者のサービス利用状況等の実態把握に関する調査 

指定課題を設定する

背景・目的 

 居宅介護、重度訪問介護等の訪問系サービスの利用者については、他の障害福祉

サービス又は他制度（介護保険等）によるサービスを、どのように組み合わせて利

用しているのか明らかでなく、国保連のデータでも把握が困難である。 

また、障害者等の医療機関や入所施設から地域生活への移行の推進が図られてい

る中で、医療を必要としながらも在宅で生活する障害者等が増加してきており、こ

れらの障害者等については、ヘルパーに認められている痰の吸引等、医療的なケア

の提供を含めたサービスの利用状況が把握されていない。 

そこで、本調査研究では、今後の訪問系サービスのあり方等の議論の参考とする

ために、訪問系サービスの利用者について、以下の状況を明らかにする。 

① 他制度（介護保険等）のサービス利用状況 

② 医療が必要な者等のサービスの利用状況 

③ ヘルパー等が痰の吸引を実施している障害者等の状況 

想定される事業の手

法・内容 

１ ALS、遷延性意識障害、筋ジストロフィー、脊髄損傷等病名ごとの全国におけ

る患者数の推計について、これまでの文献・調査等の学問的見地から推計する。 

２ ALS、遷延性意識障害、筋ジストロフィー、脊髄損傷等の関係団体の協力を得

るなどして、在宅において訪問系サービスを利用している患者について、病名ご

とに、サービスの利用状況等を調査票を用いて調査する。調査項目については、

以下の内容を含めること。 

① 対象者の年齢、障害の状況 

② 障害者自立支援法の訪問系サービス以外の以下のサービスの利用状況（利用者

数、利用時間数、費用額、組み合わせの状況等）の把握 

・ 自立支援給付サービス（短期入所 等） 

・ 介護保険（訪問介護、訪問看護 等） 

・ 医療保険（訪問看護 等） 

・ 生活保護（他人介護料 等）  他 

③ 医療サービスを必要とする者等の訪問系サービスの利用状況（利用者数、利用

時間数、費用額等）の把握 

④ 痰の吸引を必要とする者等の以下の状況についての実態把握 

 ・ ヘルパーによる痰の吸引を受けている利用者数 

 ・ その障害者等について、ヘルパー等を含むサービスの利用状況 

 ・ サービス利用に係る費用額 等 

３ １及び２に基づき、ALS、遷延性意識障害、筋ジストロフィー等病名ごとに全

国における訪問系サービスの利用者数を推計する 

※  ALS、遷延性意識障害、筋ジストロフィー、脊髄損傷等、特定の障害のみであ

っても応募可能とする。ただし、調査項目については厚生労働省と協議すること。 

期待する事業成果  報告書には、上記の調査項目の結果、障害、年齢、疾病等別に、そのサービスの

組み合わせ利用の状況、その特徴を分析すること。 

また、上記分析から得られる課題等についても整理することが望ましい。 



 

前回公募との相違点 期待する事業成果 

「課題等の分析」について「必須」事項から「望ましい」事項とし、要件を緩和。 

また、以下の文章を追加し、要件を緩和。 

 

 

 

 

※ 「課題の分析」についても要求成果として期待していたが、実施期間等の関係

などで、課題の分析を行わなくとも応募できることとした。 

また、 ALS、遷延性意識障害、筋ジストロフィー、脊髄損傷等、特定の障害の

みであっても応募を可能とした。ただし、その際、複数の採択候補となる場合も

あることから、調査の統一性を保つために、「調査項目については厚生労働省と

協議すること。」と文章を追加している。 

担当課室・係 障害福祉課 訪問サービス係 

※  ALS、遷延性意識障害、筋ジストロフィー、脊髄損傷等、特定の障害のみで

あっても応募可能とする。ただし、調査項目については厚生労働省と協議する

こと。 

 



 

指定課題 ２５ 障害児支援の強化に向けた福祉と特別支援教育における連携に関する調査 

指定課題を設定する

背景・目的 

障害のある子どもやその家族に対する支援は、「児童福祉法」を柱として、「障

害者基本法」等に基づき総合的な福祉施策を展開してきた。その後、平成18年には

ノーマライゼーションの理念に基づき、「障害者自立支援法」が施行された。    

また、平成17年には発達障害者に対する支援の促進を目指した「発達障害者支援

法」が施行され、平成19年には「特別支援教育制度」が導入されるなど、障害のあ

る子どもと家族を取り巻く環境は大きく変化してきている。 

障害児支援の強化については、「障害児支援の見直しに関する検討会報告書」及

び「社会保障審議会障害者部会報告」において、放課後等の居場所の確保、卒業後

の就労・地域生活に向けた教育・福祉・就労施策の連携、地域自立協議会の活用、

就学前から学齢期への移行時、進学時、卒業時における切れ目のない連携の必要性、

また、個別の（教育）支援計画の作成と活用等、福祉施策と教育施策の連携を強化

していく必要があると提言されたところである。 

このため、今後の議論の参考として、障害児に対する福祉施策と教育施策が連携

し、適切な支援を可能とする総合的な障害児支援施策のあり方について調査研究を

行うこととする。 

想定される事業の手

法・内容 

○ 障害児（ただし、身体障害、知的障害、発達障害を含む精神障害をすべて網羅

していなくても可能とする。）やその家族に対する、ライフステージを通じた医

療、保健、福祉、教育、就労等、様々な関係者・機関の連携を強化するために、

情報共有のための体制整備を行っている自治体の実践例の収集を行い、全国の自

治体が地域性に応じた取り組みを行えるよう事例集の作成を行うものとする。 

○ 障害児支援及び特別支援教育の関係者、有識者等による現状分析と課題整理

等、横断的な視点で幅広く検討すること。 

期待する事業成果 

 

障害児支援の強化に向けて、地域における福祉施策と教育施策の連携した総合的

な障害児支援施策のあり方について具体的な検討資料とするため、本調査研究の報

告には、以下の内容を盛り込むこと。 

① 事例集の作成 
障害児支援の関係者・関係機関間における情報共有、特に就学前から卒業後

まで活用できる事例とし、収集に当たっては以下の視点を持つこと。 
a）情報共有を開始する時期 

b）情報共有を行う関係者の範囲 

c）情報共有のための効果的なツール 

（例：関係者が情報を書き込み家族が管理する情報共有ファイル、自立支援

協議会の場での情報共有等） 

d）情報共有が必要とされている項目 

（例：チェックシート、教育及び福祉の個別支援計画、在学中からの就労支

援、職業能力評価等の情報共有等）  等 
② 障害児支援及び特別支援教育の関係者、有識者等による全国における実践状況

の分析と実施に当たっての課題整理等を行う。 



前回公募との相違点 「想定される事業の手法・内容」の欄で、以下の文章を修正。 

 

 

 

 

 

↓ 

 

 

 

 

 

 

 

※ 事例集の作成を行うことを明確化し、さらに収集すべき具体的な事例をわかり

やすく表記するとともに、「あり方の提案」を行わなくとも応募できることとし

た。 

 

「期待する事業成果」の欄で、以下の文章を修正。 

※ 「本調査研究の報告には、以下の内容を必ず盛り込むこと。」から「本調査研

究の報告には、以下の内容を盛り込むこと。」へ変更し、要件を緩和。 

 

※ 以下の文章を削除し、a)～d)の視点を追加することで、事例集の作成において、

卒業時の移行だけでなく、就学時の移行についても視野に入れ、ライフサイクル

全体を通した情報の共有という視点をより明確化。 

 

 

 

 

 

 

↓ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「障害児やその家族に対する、ライフステージを通じた医療、保健、福祉、教育、

就労等、様々な関係者・機関の連携を強化し、特別支援学校等の在校中からの切

れ目のない支援の実施のため、先進的な地域ネットワークによる好事例の収集等

を通じ、一貫した、継続的な支援の分析とあり方への提案を行うこと。」 

「障害児（ただし、身体障害、知的障害、発達障害を含む精神障害をすべて網羅

していなくても可能とする。）やその家族に対する、ライフステージを通じた医

療、保健、福祉、教育、就労等、様々な関係者・機関の連携を強化するために、

情報共有のための体制整備を行っている自治体の実践例の収集を行い、全国の自

治体が地域性に応じた取り組みを行えるよう事例集の作成を行うものとする。」 

 

「・・・に向けた、教育・福祉・労働に関する各施策の内容及び施策間の連携に

関する現状と課題の整理」 

「・ 学校在学中に行う就労に関するアセスメントのあり方、卒業後の地域生活

や就労を見据えた取組を進めるための個別の（教育）支援計画の活用方法、地域

支援ネットワーク会議のあり方について  等」 

障害児支援の関係者・関係機関間における情報共有、特に就学前から卒業後ま

で活用できる事例とし、収集に当たっては以下の視点を持つこと。 

a）情報共有を開始する時期 

b）情報共有を行う関係者の範囲 

c）情報共有のための効果的なツール 

（例：関係者が情報を書き込み家族が管理する情報共有ファイル、自立支

援協議会の場での情報共有等） 

d）情報共有が必要とされている項目 

（例：チェックシート、教育及び福祉の個別支援計画、在学中からの就労

支援、職業能力評価等の情報共有等）  等 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ また、実施期間等の関係などで、以下の文章を削除し、要件を緩和。 

 

 

※ さらに、以下の文章を修正し、明確化。 

 

 

↓ 

 

 

担当課室・係 障害福祉課 障害児支援係 

「今後検討が必要とされる課題 

・送迎、通学手段（寄宿舎）、短期入所利用中の通学について 等」 

「② 障害児支援及び特別支援教育の関係者、有識者等による現状分析と課題整

理等を行う。」 

 
「② 障害児支援及び特別支援教育の関係者、有識者等による全国における実践

状況の分析と実施に当たっての課題整理等を行う。」 



 

 
 

指定課題 ３３ 障害者の社会参加活動の支援に関する調査 

指定課題を設定する

背景・目的 

・現在、障害者の新しい総合的な福祉制度の在り方について、障がい者制度改革推

進会議の総合福祉部会で検討が進められているが、同部会に７月に示された「障害

者総合福祉法」（仮称）の論点において、分野Ｄ「支援（サービス）体系」の項目

３「社会参加支援（サービス）」において、「広く仲間との交流や文化芸術活動など

についてどう考え、確保していくための体系はどう考えるか？」という論点が掲げ

られた。 

・障害の有無にかかわらず地域で当たり前に暮らしていく中では、これまでの福祉

サービスで提供されてきた介護・訓練等サービスによる支援だけではなく、どのよ

うに交流活動や文化芸術活動などの日中活動を行っていくか、支援していくかも重

要と考えられるが、これまで、その在り方や効果などについては十分に議論されて

きていない。 

・そこで、障害者の交流活動や文化芸術活動などの日中活動の支援についての効果

的な取組の例を調査し、基礎資料を収集する。 

想定される事業の手

法・内容 

・障害者の交流活動や文化芸術活動などの支援の取組について調査し、障害者の生

活の質の向上やエンパワメント（力付け）にどのように結びついているかを分析し、

どのような取組が効果的であるかについて研究する。 

【留意事項】 

・単なる障害者の交流活動や文化芸術活動の例を調査するだけではなく、その例を

基に、今後の障害者福祉サービス体系の中で、障害者の社会参加活動の支援をどの

ように位置付けていくべきかを分析・提言するものとする。 

期待する事業成果 

 

・ 調査に基づき、報告書を作成。 

  ア 報告書の作成に当たっては、障害者の交流活動や文化芸術活動の支援につい

て、どのような点で他の例と比べて効果的な取組であるかを明らかにする。 

  イ また、その取り組みが、どのように障害者の生活の質の向上やエンパワメン

ト（力付け）に結びついているかを分析する。 

  ウ その取組を通じて、障害者の活動についてどのように支援していくことが有

効か、他に参考となる事項をまとめる。 

  エ さらに、そうした取組を今後の障害者福祉サービス体系の中でどのように位 

置付けていくべきかを提言する。 
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